
 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

６６６６    歯の健康歯の健康歯の健康歯の健康        
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１．はじめに 

う蝕及び歯周病に代表される歯科疾患は、その発病、進行により欠損や障害が蓄積し、

その結果として歯の喪失に繋がるため、食生活や社会生活等に支障をきたし、ひいては、

全身の健康に影響を与えるものとされている。また、歯及び口腔の健康を保つことは、単に

食物を咀嚼するという点からだけでなく、食事や会話を楽しむなど、豊かな人生を送るため

の基礎となるものである。 

これら口腔と全身の健康の関係を実証的データとしても明らかにしていくため、平成８年

より厚生科学研究「口腔保健と全身的な健康状態の関係に関する研究」が実施されており、

８０歳高齢者を対象とした統計分析等から、歯の喪失が少なく、よく噛めている者は生活の

質および活動能力が高く、運動・視聴覚機能に優れていることが明らかになっている。また、

要介護者における調査においても、口腔衛生状態の改善や、咀嚼能力の改善を図ること

が、誤嚥性肺炎の減少や、ＡＤＬの改善に有効であることが示されている1）。 

従来の歯科保健対策は、小児期におけるう蝕予防対策を中心として実施されてきており、

その結果、乳歯のう蝕は明らかに減少かつ軽症化の傾向を示し、永久歯の一人平均う歯

（むし歯）数も、20歳頃まで減少傾向が認められるなど着実に成果が上がってきているとい

える。 

しかし、13歳でう蝕有病者率が90％を越え、55～64歳で歯周病の有病者率が82.5％と

なるなど、依然、歯科疾患の有病状況はう蝕、歯周病ともに他の疾患に類を見ないほど高

率を示している。また、咀嚼能力に直接的な影響を与える歯の喪失状況についても、60歳

代で半分（14歯）の歯を失い、80歳代では約半数の人がすべての歯を喪失している2）など、

国民の保健上から依然として大きな課題である。 
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２．基本方針 

現在、歯科保健の分野では、高齢者においても歯の喪失が１０歯以下であれば食生活

に大きな支障を生じないとの研究3）4）に基づき、生涯にわたり自分の歯を２０歯以上保つこ

とにより健全な咀嚼能力を維持し、健やかで楽しい生活をすごそうという８０２０（ハチマル・

ニイマル）運動が提唱・推進されている。歯の健康については、８０２０の実現に向けた今後

１０年間の具体的な目標を示し、生涯を通じた歯及び口腔の健康増進の一層の推進を図

る必要がある。 

目標としては、歯の喪失防止の目標値を示すとともに、歯の喪失原因の約９割がう蝕と

歯周病で占められていることから5）6）、各ライフステージに応じた適切なう蝕・歯周病予防を

推進することが重要であるため、幼児期と学齢期のう蝕予防および成人期の歯周病予防

の各項目について目標を設定する。 
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３．現状と目標 

（１）歯の喪失の防止（咀嚼機能の維持） 

前述したように８０２０（ハチマル・ニイマル）運動が推進されている一方、50歳以降では

平均して２年に１本強の歯が喪失しており、60歳ですでに17.8歯と20歯を下回り、80歳以

上の１人平均現在歯数は4.6歯となっている2）。 

こうした歯の喪失を防止し、咀嚼機能を維持していくという観点から、８０歳において２０

歯以上の自分の歯を有する者の割合を増加していくことを目標として設定するとともに、

歯の喪失が急増する５０歳前後の人に対するより身近な目標として６０歳において２４歯以

上の自分の歯を有する者の割合を設定することとし、それぞれ、１０年後に対象年齢とな

る７０歳と５０歳の現状をもとに、８０歳で２０歯以上自分の歯を有する者を２０％以上、６０

歳で２４歯以上有する者を５０％以上とすることを目標としている。 

歯の喪失のリスク因子としては、いくつかの疫学調査7）8)9)の結果により、喫煙、進行した

歯周病の有無、口腔清掃の不良、根面う蝕の有無等が示されているが、対象数や調査

項目、観察期間等の制約から十分明確にされているとはいえない。 

しかし、成人に対する介入研究の結果等により、定期的な歯石除去、歯面清掃および

定期的な口腔診査による早期治療が歯の喪失防止に重要であることが示されており、こ

れらをリスク低減目標として設定する。 

 

ア 定期的な歯石除去、歯面清掃 

定期的に歯石除去や歯面清掃などの予防処置、指導を受けることが歯の喪失の防

止に重要であることが示され10）11）12）、５年間の観察で定期的に歯石除去等を受けた群

の１人平均喪失歯数は0.37歯であったのに対し、受けなかった群の喪失歯数は1.39歯

であったとされている29）。これらの予防処置は、主に歯科診療所において実施されてい

るが、歯石除去、歯面清掃に併せて、歯口清掃や喫煙、食生活等に関する保健指導を

実施することがさらに効果的である。 

 

イ 定期的な歯科検診と早期治療 

歯科疾患は自覚症状を伴わずに発生することが多く，疾患がある程度進行した時点

で症状が生じる。そのため、定期的に歯科検診を受診して、早めに歯科治療を受ける

習慣を維持することが歯の喪失を抑制することが明らかにされている10）11）13）。 

定期的な診査の間隔については、定期的な歯石除去、歯面清掃も同様であるが、年

齢、性別のほか歯の現在歯数、う蝕、歯周疾患の状況などの個人のリスクに応じて、個

別に適切な間隔で実施されることが重要である。 

 

ウ その他 

高齢者では、歯の喪失や歯周病の進行に伴い、口腔内状況が複雑となり、確実な歯
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口清掃を行うことが困難となってくるので、個人の口腔内状況にあった歯口清掃が実施

できるよう、きめ細かな指導・支援を行っていく必要がある。また、今後、歯肉の退縮によ

り露出した歯根面に生ずるう蝕（根面う蝕）のリスクが増加していくものと予想され、根面

う蝕の実態等に関する調査・研究を踏まえながら対策を講じていく必要がある。 

 

○歯の喪失防止の目標 

・８０歳における２０歯以上の自分の歯を有する者の割合及び６０歳における２４歯

以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

  目標値：８０歳における２０歯以上の自分の歯を有する者の割合 ２０％以上 

       ６０歳における２４歯以上の自分の歯を有する者の割合 ５０％以上 

基準値：２０歯以上の自分の歯を有する者 75～84歳 11.5％ 

２４歯以上の自分の歯を有する者 55～64歳 44.1％ 

（平成５年歯科疾患実態調査）

○リスク低減目標 

・定期的に歯石除去や歯面清掃を受けている者の割合の増加 

  目標値：定期的に歯石除去や歯面清掃を受けている者の割合 ３０％以上 

 参考値：過去１年間に歯石除去等を受けた者 55～64歳 15.9％ 

（平成４年寝屋川市調査）

・定期的に歯科検診を受けている者の割合の増加 

  目標値：定期的に歯科検診を受けている者の割合 ３０％以上 

 基準値：過去１年間に歯科検診を受けた者 55～64歳 16.4％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

 

（２）幼児期のう蝕予防 

乳歯う蝕は３歳児で昭和60年に１人平均2.9歯、有病者率56.2％であったものが、平成

10年には１人平均1.8歯、有病者率40.5％となるなど、近年確実に減少傾向を示している。

しかし、都道府県別にみても有病者率で30ポイント以上の差があるなど、地域差、個人差

が非常に大きいという課題がある。 

また、乳歯のう蝕と永久歯のう蝕には強い関連が認められるなど、乳幼児期は歯口清

掃や食習慣などの基本的歯科保健習慣を身につける時期として非常に重要であり、生

涯を通じた歯の健康づくりに対する波及効果も高いと言える。 

そのため、３歳児におけるう歯のない者の割合を増加させていくことを目標として、乳歯

う蝕の予防を徹底していく必要がある。 

一般的に、う蝕の予防対策としては、その病因論から、う蝕を誘発する甘味飲食物の過

剰摂取制限、歯口清掃による歯垢（デンタル・プラーク）の除去及び歯質の強化対策とし
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てのフッ化物の応用等が実施されている。一方、３歳児のう蝕に関するリスク因子に関し

ては多くの調査14）15）16）が行われており、甘味摂取の回数、授乳方法・期間、保護者（母

親）のう蝕経験、フッ化物歯面塗布回数などが示されている。 

 

ア 間食としての甘味食品・飲料の摂取回数 

甘味食品・飲料の摂取頻度がう蝕の発病に強く関わっていることは、国内の多くの疫

学調査14）15）16）のほか、長期間の介入研究17）においても立証されている。特に砂糖につ

いては、口腔内細菌により菌体表面で不溶性グルカンを合成する際の基質となるなど、

他の糖質よりもう蝕の誘発に深く関与していることが明らかにされている18）。 

このため、甘味食品・飲料の摂取回数が多くなるほど、う蝕の発病リスクは高くなるが、

幼児の健全な発育の観点から、１日２回程度の間食習慣は広く普及しており、ここでは１

日３回以上の摂取を高頻度群ととらえ、リスク低減の目標と位置づけることとし、間食内

容を工夫し、時間を決めて飲食する習慣を普及していく必要がある。 

併せて、甘味料のうち、う蝕誘発性の低い甘味料に関する正確な知識を普及していく

ことも求められる。 

 

イ フッ化物歯面塗布 

フッ化物歯面塗布を伴う定期歯科健康診査・保健指導による事業の効果について、

その有効性が報告されている19）20）。これらの報告では、フッ化物歯面塗布によるう蝕抑

制効果と健診および保健指導による効果が必ずしも分離できていない面があるが、フッ

化物歯面塗布にはほとんどの場合保健指導も伴うと考えられるので、塗布経験者率を

評価指標としても、報告されている成果が得られるものと考えられる。また、フッ化物歯

面塗布の回数に応じて、う蝕抑制効果の上昇が認められるため、乳歯の萌出状況にあ

わせ、適宜塗布を受けることが推奨される。 

なお、１歳６か月児歯科健康診査では、う蝕罹患傾向の高いもの（Ｏ２型）をスクリーニ

ングすることとなっており、Ｏ２型と判定された者等のハイリスク者を特に重点的に指導

することが効果的である。 

 

ウ その他（授乳習慣、仕上げ磨き等） 

リスク因子として示されている１歳６か月を過ぎての就寝時の授乳など、う蝕の原因と

なる授乳習慣を改善することや、毎日保護者が仕上げ磨きをする習慣の徹底なども重

要であり、併せて保護者が自らの早期治療や定期的な歯科健康診査の受診を心がけ

るなど保護者自身の歯科保健行動の向上も必要とされている。 
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○幼児期のう蝕予防の目標 

・３歳児におけるう歯のない者の割合の増加 

  目標値：３歳児におけるう歯のない者の割合 ８０％以上 

 基準値：う歯のない者の割合 ３歳児 59.5％ 

（平成10年度３歳児歯科健康診査結果）

○リスク低減目標 

・３歳までにフッ化物歯面塗布を受けたことのある者の割合の増加 

  目標値：３歳までにフッ化物歯面塗布を受けたことのある者の割合 ５０％以上 

 基準値：フッ化物塗布経験のある者 ３歳児 39.6％ 

（平成５年歯科疾患実態調査）

・間食として甘味食品・飲料を１日３回以上飲食する習慣を持つ者の割合の減少 

 参考値：１日３回以上の間食をする者 １歳６か月児 29.9％ 

（久保田らによる調査、平成３年）

 

（３）学齢期のう蝕予防等 

永久歯は５歳前後から生え始めるが、第２大臼歯がほぼ生えそろう12歳時点ですでに、

１人平均う歯数2.9歯となっている。 

このように永久歯が生えてから比較的短期間に急速にう蝕が増加していることから、１２

歳児におけるう歯数を減少させていくことを目標として、永久歯う蝕を予防していく必要が

ある。 

なお、１２歳児におけるう歯数の減少の目標として、一人平均う歯本数を１歯以下に減

少していくこととしているが、これは目標としての明確さや、分かり易さ等を配慮したもので

あり、歯科疾患実態調査および学校保健統計調査の推移や、地域・集団における歯科

保健対策による改善実績等のデータから、全国の指標として妥当なものとして設定された

より詳細な目標数値は１．４歯以下である。 

学齢期のう蝕予防についても、基本的には幼児期と同様であり、う蝕を誘発する甘味

飲食物の過剰摂取制限、歯口清掃による歯垢（デンタル・プラーク）の除去及び歯質の

強化対策としてのフッ化物の応用等が基本となり、様々な介入研究等によりう蝕抑制効果

が示されている。 

 

ア フッ化物配合歯磨剤の使用 

フッ化物配合歯磨剤のう蝕抑制効果については多数の研究が行われ、非配合歯磨剤

との比較において20～40％のう蝕抑制率であるとされている20）。フッ化物配合歯磨剤は

個人の選択により、個人又は家庭レベルで手軽に応用が可能な方法であり、そのシェア

は近年増加しており、1998年では69％に達している。しかし、欧米ではほとんどの国でシ
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ェアが90％を越えており、う蝕急増期の学齢期を中心にフッ化物配合歯磨剤による歯磨

きの励行に努め、その使用者の割合を増加することを目標とする。同時に、フッ化物の

歯科的応用に対する関係者の理解を深めることも重要である。 

 

イ 口腔状況にあった歯口清掃法の習得 

 歯口清掃により歯垢（デンタル・プラーク）を取り除くことは、う蝕発生の原因除去とし

て基本となるが、この時期は永久歯への交換に伴い、口腔内状況が変化し、確実な歯

口清掃が困難になっている。したがって、個々の状況に応じた歯口清掃指導を受けるこ

とにより、適切な歯口清掃法を身に付ける必要がある。また、この時期に、こうした指導を

受けることは、生涯にわたる基本的歯科保健習慣・行動の形成においても重要な役割を

果たすものである。 

 

ウ その他 

この時期のう蝕予防においても、う蝕のリスク状況に応じて的確な予防管理を受けるこ

とは重要である。そのため、かかりつけ歯科医、学校歯科医等による定期的管理により、

適切な予防処置（フッ化物歯面塗布、フッ化物洗口、予防填塞（フィッシャーシーラント） 

等）を受けることが必要である。 

また、この時期に学校における健康教育等の多様な機会を通じて甘味食品・飲料の摂

取とう蝕の関係など、う蝕の発生と予防等に関する理解を促し、生涯にわたる歯と口腔の

健康のための適切な生活習慣の定着に結びつける必要がある。 

特に、12～14歳ですでに40％を超える者が歯肉に炎症を生じていることから2）、歯周

病予防に関する正しい歯科保健知識・行動を身につけるようにすることは重要である。 

 

○学齢期のう蝕予防の目標 

・１２歳児における１人平均う歯数（ＤＭＦ歯数）の減少 

  目標値：１２歳児における１人平均う歯数（ＤＭＦ歯数） １歯以下 

 基準値：１人平均う歯数 １２歳児  2.9歯   （平成１１年学校保健統計調査） 

○リスク低減目標 

・学齢期におけるフッ化物配合歯磨剤使用者の割合の増加 

  目標値：学齢期におけるフッ化物配合歯磨剤使用者の割合 ９０％以上 

 参考値：児童のフッ化物配合歯磨剤使用率 45.6％ 

（荒川らによる調査、平成３年）
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・学齢期において過去１年間に個別的歯口清掃指導を受けたことのある者の割合

の増加 

  目標値：過去１年間に個別的歯口清掃指導を受けたことのある者の割合   ３

０％以上 

 参考値：過去１年間に歯磨き指導を受けたことのある者 15～24歳 12.8％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

 

（４）成人期の歯周病予防 

歯周病は４０歳以降に歯を失っていく大きな原因となっており、平成５年の歯科疾患実

態調査によると35～44歳の27％が歯周炎に罹患している。同年齢で歯肉炎も含めると、

81.2％に症状が認められており、これ以降、加齢的に歯周病が増悪し、それとともに喪失

歯数も増加している2）。 

このため、進行した歯周炎に罹患している者（４ｍｍ以上の歯周ポケットを有する者）の

割合を減少することを目標に、この時期に歯周病の予防、進行防止を徹底することが歯

の喪失防止に重要である。 

歯周病のリスク因子としては、疫学研究21）22）23）24）により喫煙、歯間部清掃用器具使用の

有無、過度の飲酒、定期歯科検診・受療の有無、食習慣、歯磨き回数などが示されてい

る。 

 

ア 歯間部清掃用器具の使用 

通常使用する歯ブラシでは歯と歯の間の部分の歯垢（デンタル・プラーク）を完全に

落とすことができないため、この部分から歯肉の炎症が生じるケースが多い。このため、

歯間部清掃用器具（デンタル・フロス、歯間ブラシ 等）を使用する必要がある。 

 

イ 喫煙 

近年、喫煙が歯周病および歯の喪失のリスクファクターとして重要な位置を占めてい

るとの報告がなされおり、歯科保健の分野からも喫煙の健康影響についての十分な知

識の普及を進める必要がある。また、歯周病に罹患している者、特に進行した歯周病に

罹患している者については、必要に応じて禁煙支援、指導を行っていくことが重要であ

る。 

 

ウ その他 

歯周病の発生・進行を防止するためには、定期的な検診および歯石除去、歯面清掃

が効果的であることが多くの介入研究等により示されており、かかりつけ歯科医等のもと

で、こうした歯周病管理を受けている者を増加していく必要がある。 
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また、歯周病を初期のうちに自己管理して、手遅れになるのを防ぐためにも、例えば、

週１回以上鏡で自分の歯ぐきの状態を観察する等の習慣を定着していくことは効果があ

るものと思われる。実際に、生徒を対象とした研究ではあるが、歯肉の状態を自己観察

して記録するよう介入を行うことにより、歯肉の状況の改善に効果があったとの報告がな

されている25）。 

 

○成人期の歯周病予防の目標 

・４０、５０歳における進行した歯周炎に罹患している者（４ｍｍ以上の歯周ポケット

を有する者）の割合の減少 

  目標値：４０、５０歳における進行した歯周炎に罹患している者（４ｍｍ以上の歯

周ポケットを有する者）の割合 ３割以上の減少 

 参考値：進行した歯周炎を有する者（CPIコード３以上）  

 ４０歳 32.0％ ５０歳 46.9％ 

（富士宮市モデル事業 平成９～10年）

○リスク低減目標 

・４０、５０歳における歯間部清掃用器具を使用している者の割合の増加 

  目標値：４０、５０歳における歯間部清掃用器具を使用している者の割合 

それぞれ５０％以上 

基準値：歯間部清掃用器具を使用している者の割合 35～44歳 19.3％ 

45～54歳 17.8％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

 ・喫煙が及ぼす健康影響についての知識の普及 
   基準値：喫煙で以下の疾患にかかりやすくなると思う人の割合 
       肺がん 84.5%、 ぜんそく 59.9%、 気管支炎 65.5%、  
       心臓病 40.5%、 脳卒中 35.1%、 胃潰瘍 34.1%、 
       妊娠への影響 79.6%、 歯周病 27.3％ 
            （平成10年度喫煙と健康問題に関する実態調査）

 ・禁煙、節煙を希望する者に対する禁煙支援プログラムを全ての市町村で受けられ

るようにする。 
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４．対策 

（１）自己管理（セルフケア）能力の向上 

う蝕および歯周病の発症は、口腔内の微生物によって形成される歯垢（デンタル・プラ

ーク）に起因しており、いずれも適切な歯科保健行動・習慣の維持により予防することが

できる生活習慣病としての性格を有している。 

それゆえ、これらの疾患を予防するために重要な役割を果たすのは的確な口腔清掃

や甘味飲食物の過剰な摂取の制限等の食生活への配慮などの自己管理（セルフケア）、

家庭内管理（ホームケア）である。 

毎日歯を磨く者が94.9％となるなど26）、口腔清掃は習慣としてはある程度定着してきて

いるが、個人個人の口腔内状況やその他のリスクに応じた自己管理が十分なされている

とは言えず、そのために必要な歯科保健知識・技術も十分に普及しているとはいえない。 

これに対応するため、保健所・市町村保健センターや学校、職場などで、適宜個人の

必要性に応じた歯科保健知識・技術を修得できるようにするなど、自己管理能力の向上

を支援していく体制を築く必要がある。 

 

（２）専門家等による支援と定期管理 

う蝕および歯周病の原因となる歯垢の除去は、歯の形態や歯列の状況などから、自己

管理のみで完全に行うことは困難である。そのため、これらの疾患を予防し、実際に歯の

喪失防止に結びつけるためには、自己管理に加えて、専門家による歯石除去や歯面清

掃、予防処置を併せて行うことが重要である。 

実際に、歯科医師、歯科衛生士による適切な予防処置（フッ化物応用、予防填塞（フィ

ッシャーシーラント）、歯石除去や歯面清掃 等のプロフェッショナルケア）を組み合わせ

て行うことがう蝕および歯周病を予防し、歯の喪失を減少するのに有効であることが、多く

の研究から明らかにされている27),28),29),30)。 

そのため、検診による早期発見・早期治療に加え、疾患の発症を予防する一次予防が

より重要であることを広く認識して、個人の口腔健康管理を専門的立場から実施あるいは

支援する保健所・市町村保健センターやかかりつけ歯科医等の歯科保健医療機関（専

門家）を活用し、定期的に歯科健康診査・保健指導や予防処置を受ける習慣を確立する

ことが必要がある。また、その為の環境整備として歯科保健相談や予防処置等の予防活

動を行う歯科医療機関等を増加させていく必要がある。 

 

（３）保健所等による情報管理と普及啓発の推進 

歯科疾患は、地域格差が大きいため、ライフステージ毎のう蝕及び歯周病の有病状況

や現在歯数等についての地域別の情報を収集、評価管理していく必要がある。そのため

には保健所が市町村等との連携のもとに、地域の歯科保健情報の収集、管理に中核的

な役割を果たしていくことが求められる。また、保健所、市町村保健センター等において
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は、こうした地域歯科保健情報等を有効に活用して、住民に対する情報提供に努めると

ともに、地域、学校、職場等が連携した効果的な歯科保健対策の展開を図るべきである。 
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◎目標値のまとめ 

１．歯の喪失防止の目標 

・８０歳における２０歯以上の自分の歯を有する者の割合及び６０歳における２４歯以

上の自分の歯を有する者の割合の増加 

  目標値：８０歳における２０歯以上の自分の歯を有する者の割合 ２０％以上 

       ６０歳における２４歯以上の自分の歯を有する者の割合 ５０％以上 

基準値：２０歯以上の自分の歯を有する者 75～84歳 11.5％ 

２４歯以上の自分の歯を有する者 55～64歳 44.1％ 

（平成５年歯科疾患実態調査）

・定期的に歯石除去や歯面清掃を受けている者の割合の増加 

  目標値：定期的に歯石除去や歯面清掃を受けている者の割合 ３０％以上 

 参考値：過去１年間に歯石除去等を受けた者 55～64歳 15.9％ 

（平成４年寝屋川市調査）

・定期的に歯科検診を受けている者の割合の増加 

  目標値：定期的に歯科検診を受けている者の割合 ３０％以上 

 基準値：過去１年間に歯科検診を受けた者 55～64歳 16.4％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

２．幼児期のう蝕予防の目標 

・３歳児におけるう歯のない者の割合の増加 

  目標値：３歳児におけるう歯のない者の割合 ８０％以上 

 基準値：う歯のない者の割合 ３歳児 59.5％ 

（平成10年度３歳児歯科健康診査結果）

・３歳までにフッ化物歯面塗布を受けたことのある者の割合の増加 

  目標値：３歳までにフッ化物歯面塗布を受けたことのある者の割合 ５０％以上 

 基準値：フッ化物塗布経験のある者 ３歳児 39.6％ 

（平成５年歯科疾患実態調査）

・間食として甘味食品・飲料を１日３回以上飲食する習慣を持つ者の割合の減少 

 参考値：１日３回以上の間食をする者 １歳６か月児 29.9％ 

（久保田らによる調査、平成３年）

３．学齢期のう蝕予防等の目標 

・１２歳児における１人平均う歯数（ＤＭＦ歯数）の減少 

  目標値：１２歳児における１人平均う歯数（ＤＭＦ歯数） １歯以下 

 基準値：１人平均う歯数 １２歳児  2.9歯   （平成１１年学校保健統計調査） 
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・学齢期におけるフッ化物配合歯磨剤使用者の割合の増加 

  目標値：学齢期におけるフッ化物配合歯磨剤使用者の割合 ９０％以上 

 参考値：児童のフッ化物配合歯磨剤使用率 45.6％ 

（荒川らによる調査、平成３年）

・学齢期において過去１年間に個別的歯口清掃指導を受けたことのある者の割合の

増加 

  目標値：過去１年間に個別的歯口清掃指導を受けたことのある者の割合 ３０％以

上 

 参考値：過去１年間に歯磨き指導を受けたことのある者 15～24歳 12.8％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

４．成人期の歯周病予防の目標 

・４０、５０歳における進行した歯周炎に罹患している者（４ｍｍ以上の歯周ポケットを

有する者）の割合の減少 

  目標値：４０、５０歳における進行した歯周炎に罹患している者（４ｍｍ以上の歯周

ポケットを有する者）の割合 ３割以上の減少 

 参考値：進行した歯周炎を有する者（CPIコード３以上）  

 ４０歳 32.0％ ５０歳 46.9％ 

（富士宮市モデル事業 平成９～10年）

・４０、５０歳における歯間部清掃用器具を使用している者の割合の増加 

  目標値：４０、５０歳における歯間部清掃用器具を使用している者の割合 

それぞれ５０％以上 

基準値：歯間部清掃用器具を使用している者の割合 35～44歳 19.3％ 

  45～54歳 17.8％ 

（平成５年保健福祉動向調査）

 ・喫煙が及ぼす健康影響についての知識の普及 
   基準値：喫煙で以下の疾患にかかりやすくなると思う人の割合 
       肺がん 84.5%、 ぜんそく 59.9%、 気管支炎 65.5%、  
       心臓病 40.5%、 脳卒中 35.1%、 胃潰瘍 34.1%、 
       妊娠への影響 79.6%、 歯周病 27.3％ 
            （平成10年度喫煙と健康問題に関する実態調査） 

 ・禁煙、節煙を希望する者に対する禁煙支援プログラムを全ての市町村で受けられる

ようにする。 
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